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活力のある地域社会の構築に向けて 

41 110

9

公益社団法人 日本理学療法士協会 
会長 半田一登 
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１章 介護予防の必要性（地域経済を支える高齢者） 

１. 活力ある地域社会のための介護予防 

2025 65 30.3 3
65

２. 誰もが望む健康寿命 

３. プロによる心身評価とプログラム作成 

 図２ 予防事業の目的と理学療法士の関わり 

 図１ 高齢者人口と要介護認定率 
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４. とじこもらず、いつまでも社会人として 

 図３ 閉じこもり予防で地域を活性化  

参考資料 
http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/yobou/torikumi_02.html

26 6 4
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２章 介護予防に積極的に取り組むことで得られる街の未来 

１. 高齢化が進んでも活気ある街づくりは可能 

2025 75
2025

?

２. あなたが主役の街づくり 

３. まず「自助」から 

(1987)
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４. 地域住民と専門家集団 

５. まとめ 
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３章 予防理学療法の役割 

１. 医療と介護の両面からの関わり 

24 25 11
1

 図 1．予防モデル事業の結果 1）  

2

２. 多職種チームにおける理学療法士の役割 

 図 2．理学療法士の専門性 
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 図 3．多職種チームにおける理学療法士の役割  

 
 
 

 
 

引用・参考資料 
1) 25 47
2) 2013; 42: 6-11  
3) 2013; 40: 230-234  
4) 2013; 50: 171-177  
5) 2012; 39: 459-461  
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４章 予防理学療法の具体的介入方法 

４-１ 認知機能低下に対する予防理学療法 

1. 認知機能低下を予防すると 5,600 億円の経済効果 

2. 認知機能低下は運動不足など生活習慣が関係 

 
 
  図 1 認知機能低下における危険因子と保護因子  

3.  早期発見と積極的な運動が認知機能低下を予防 
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運動教室群 

健康講座群 

 図 2 記憶障害を伴うMCI 対象者への運動の効果  

運動教室群は運動を中心とした介入、健康講座群は座学を中心とした介入を示す。 
MMSE：認知機能検査、WMSI total：ウェクスラー記憶検査Ⅰ総得点 



～ 理学療法士は、運動のコーディネーターとして街づくりに参画します ～ 

9

4.  頭と体を同時に使う運動が高い予防効果 

 図 3 基礎体力作りの例   図 4 多面的運動メニューの例  
 
 

5. 住民主体の認知機能低下予防活動 

引用文献 
1) 25  
2) 2002 
3) Yoshitake, T, et al.: Neurology. 1995; 45: 1161-1168.  
4) Lindsay J, et al.: Am J Epidemiol. 2002; 156: 445-453. 
5) Fratigioni L, et al.: Lancet. 2004; 3: 343-353. 
6) Boyle PA, et al.: J Am Geriatr Soc. 2010; 58: 248-255. 
7) Ericson KI, et al.: PNAS. 2011; 108: 3017-3022. 
8) Suzuki T, et al.: Plos One. 2013; 8: e61483. 

基礎体力作りではストレッチ、筋力トレーニング、バランス練習など 
一人でも行いやすい運動を取り入れ、一人でも実践できるように 
指導します。 

ステップ台で昇降運動をしながらAさん 
から順に数字を言う。3の倍数の時は数字 
の代わりに手を叩く。 
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４-２ 転倒に対する予防理学療法 

１. 転倒予防の必要性 

 図 1．転倒後症候群   

２. 転倒リスクの要因  

)

4.4
3.0

2.9

転倒後症候群外 傷 ・ 骨 折  

身体機能低下 
廃用症候群 

転  倒 

転 倒 恐 怖  

活動性低下・ 
閉じこもり 

寝たきり・ 
要介護状態 

 表 1．転倒の内的危険因子の危険性  

危険因子 相対危険比 
(オッズ比) 範 囲 

筋力低下 ４.４ １.５ １０.３ 
転倒歴 ３.０ １.７ ７.０ 
歩行能力低下 ２.９ １.３ ５.６
バランス機能低下 ２.９ １.６ ５.４ 
視力障害 ２.５ １.６ ３.５ 
関節障害 ２.４ １.９ ２.９ 
起居動作能力低下 ２.３ １.５ ３.１ 
抑 鬱 ２.２ １.７ ２.５ 
認知障害 １.８ １.０ ２.３ 
年齢（８０歳以上） １.７ １.１ ２.５ 

引用文献 1）
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３. 転倒予防の介入効果に関するエビデンス（科学的根拠） 

４. 転倒に対する予防理学療法の具体的方法 

５. 転倒予防において理学療法士の果たす役割 

引用文献 
1) American Geriatrics Society.: J Am Geriatr Soc. 2001; 49: 664-672. 
2) Gillespie LD, et al.: Cochrane Systematic Reviews.2003: CD000340. 

 表２. 転倒予防介入のエビデンス  

相相対危険比  （（995％％信頼区間）  

■ 多角的な介入  
○ 在宅高齢者の多角的評価・介入 0.73（0.63-0.85） 
○ 転倒リスクの高い在宅高齢者 0.86（0.76-0.98） 

■ 運動トレーニング  
○ 個別に処方した複合トレーニング（在宅高齢者） 0.86（0.66-0.98） 
× 集団トレーニング（在宅高齢者） 0.89（0.79-1.01） 
× 個別に処方した筋力トレーニング（在宅高齢者） 0.92（0.73-1.16） 

■ 環境評価および調整  
○ 転倒者に対する環境調整 0.66（0.54-0.81） 
× 転倒経験のない者に対する環境調整 1.03（0.75-1.41） 

○はエビデンスがある。×は無し。 

引用文献 2）
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４-３ 関節痛に対する予防理学療法 

１. 地域住民の生活を苦しめる身体的な症状の第 1位は関節痛 

495 264
7.4 2.5 65

12.2

 

２. 慢性の関節痛には運動が第一選択 

1-3) 4)5)

３. 痛みを解消する運動の例 

 図３  関節液の循環を促す運動（例）  図４ 段階を追った筋トレ（例）  
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 図１ 関節疾患を原因とする要介護の割合  
平成 22 年度国民生活基礎調査より

 図２ 関節の構造図  
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４. もう一つの痛みの原因（中枢性の関節痛） 
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①白い紙に、10cmの縦線を引く。下端を 0、上端を 100とする。 
横軸は計測した日にちを記入。 
②今日の痛みはどのくらいか、判断して印を打つ。印をつなげて 
グラフにすると痛みの変化がわかる。 
③何をしたかなど、生活行動や運動などをメモしておく。 

（考え得る最高の痛み） 

（まったく痛くない） 

 図５ 運動実施記録票（例）  

5. これを地域に定着させるには 

引用文献 
1) Manninen P, et al.: Rheumatology (Oxford). 2001; 40: 432-437. 
2) Deyle GD, et al.: Ann Intern Med. 2000; 132: 173-181. 
3) Ettinger WH Jr.: JAMA. 1997; 277: 25-31. 
4) Roddy E, et al.: Rheumatology (Oxford). 2005; 44: 67-73. 
5) Nelson AE, et al.: Semin Arthritis Rheum.2013; Dec 4.pii: S0049-0172(13)00258-8. 



～ 理学療法士は、運動のコーディネーターとして街づくりに参画します ～ 

14

４-４ 呼吸器疾患に対する予防理学療法 

1. 日本人の死因・要介護原因となる呼吸器疾患 

COPD 9
1 COPD 9 2) COPD

2. 高齢者に多い隠れＣＯＰＤ 
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3. 悪循環を防ぎＣＯＰＤを予防 
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 図 2 呼吸困難の悪循環  
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 図 1 年代別・性別・喫煙暦別の COPD 罹病率の違い  
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4. ＣＯＰＤへの運動の効果（エビデンス） 

COPD 5

5. ＣＯＰＤへの具体的な運動方法 

COPD

COPD

1) 24  
2) 22  
3) Fukuchi Y, et al.: Respiology.  2004; 9: 458-465. 
4) PT 2013; 47: 963-972. 
5) Ries AL, et al.: CHEST. 2007; 131: 4S-42S.
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４-５ がんに対する予防理学療法 

１. がんの予防の必要性 

100 2011 35 1/3
1981 1

2 1
3 1

 

 
 

注： １) 平成 6・7 年の心疾患の低下は、死亡診断書（死体検案書）（平成 7年 1 月施行）において 
「死亡の原因欄には、疾患の終末期の状態としての心不全、呼吸不全等は書かないでください」 
という注意書きの施行前からの周知の影響によるものと考えられる。 

 ２) 平成 7 年の脳血管疾患の上昇の主な要因は、ICD-10（平成 7 年 1 月適用）による 
原死因選択ルールの明確化によるものと考えられる。 
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２. がんの予防に必要な要因 
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３. がんの予防理学療法（運動）の効果 

"
" "

" 3)

4 5

４. がんの予防理学療法の具体的介入方法 

 【運動の例】   

 「筋力トレーニング」 「自 転 車」 「軽いジョギングや早歩き」 

    

５. がんの予防への理学療法士の役割 

引用文献 
1) 23  

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai11/images/kekka03-03.gif
2) WHO, WHO technical report series 916. Diet, nutrition and the prevention of chronic diseases. Geneva, 2003 
3) World Cancer Research Fund/American Institute for Cancer Research. Food, Nutrition, Physical Activity, and 

the Prevention of Cancer: a Global Perspective. AICR, Washington DC, 2007 
4) Inoue M, et al.: Am J Epidemiol. 2008; 168: 391-403. 
5) Inoue M, et al.: Ann Oncol. 2012; 23: 1362-1369. 
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５章 介護予防のゲートキーパーとしての理学療法士 

運動をコーディネート

１. 介護予防・地域支援事業にゲートキーパーとして理学療法士は必須 

2. 介護予防にゲートキーパーとして理学療法士が関わる根拠 

25 11 27
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厚生労働省医政局通知（医政医発 1127 第３号）

３. ゲートキーパーとしての理学療法士のこれから 

理学療法士が、介護予防事業等において、身体に障害のない者に対して、 
転倒防止の指導等の診療の補助に該当しない範囲の業務を行うことがあるが、
このように理学療法以外の業務を行う時であっても、「理学療法士」という名
称を使用することは何ら問題がないこと。また、このような診療の補助に該当
しない範囲の業務を行う時は、医師の指示は不要であること。



～ 理学療法士は、運動のコーディネーターとして街づくりに参画します ～ 

20
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